
20220830修正（29_肝付町）令和４年度実施計画（通常分）様式、チェックリスト、基金調べ（R4.5改訂版）

（単位：千円）

電話番号
交付限度額①

（令和3年度本省繰越分）（国のR3予算）

メールアドレス
交付限度額②

（令和4年1～3月補助裏分）（国のR3予算）

交付対象経費
交付限度額③

（令和4年４月以降補助裏分）（国のR3予算）

交付限度額④
（令和4年4月28日通知）（国のR3予算）

交付限度額⑤
（令和4年4月28日通知）（国のR4予算）

交付限度額①＋②＋③＋④
（国のR3予算）

交付限度額⑤
（国のR4予算）

交付限度額計

Ａ

Ｂ’ Ｂ’’

経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、

④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  281,463  276,288  202,770  73,518  5,175 - 

1 単 － PCR検査等費用補助金 ○

③-Ⅰ-２．ワクチン接
種の促進、検査の環
境整備、治療薬の確

保

○ 3,000 3,000 3,000 

①新型コロナウイルス感染症の町内におけるまん延防止
を図るため、感染症に対する不安があり検査を希望する者
が受けるPCR検査に要する費用の一部を助成することを目
的とする。
②補助金（コロナ関連対策事業費）
③10,000円×300件
④交付対象
・町内に住所を有する者
・肝付町民が加入する健康保険の被扶養者になっている

－ － ○ － R4.4 R5.3

 新型コロナウイルス感染症への町民
不安に対応するため、PCR検査を受
検した補助対象者に対し適切な制度
周知を図り、速やかな補助申請を促
すとともに、申請率90％以上を目指
す。

 肝付町HPにて周知を行っている
https://kimotsuki-
town.jp/kenko_iryo_fuk
ushi/iryo/4687.html

R4当初（地）

2 単 －
野菜産地形成推進事業補助
金

○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ 2,000 2,000 2,000 

①新型コロナウイルス感染症による農作物の需要減退に
より生産者の生産意欲の減少に歯止めをかけるため、新し
い作物への転換や野菜栽培の面積拡大、新規品目導入の
取組への動機づけをすることで、肝付町での産地育成を目
的とする。
②補助金
③拡大予定面積1,000a
20,000円/10a×100＝2,000,000円
④肝付町に住所を有する農業者、農業者組織、任意組織、
法人。出荷を目的として、補助対象品目について新規また
は増産のため作付面積の拡大を行うこと。販売先の確保ま
たは検討されていること。町税等の未納がないこと。補助
金の対象となる農地は、町内全域の畑地（施設栽培も含
む）とする。

－ － － － R4.8 R5.2
 ・畑作作物の昨年作から作付面積
10ha拡大

 町HP、町広報誌、栽培講習会、回覧・
町民向けチラシ

R4当初（地）

3 単 －
サツマイモ農家継続支援事
業

○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ 12,500 12,500 12,500 

①新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた行動自
粛等による需要減退により、農業経営を維持及び継続する
ための緊急支援策を行い、町内のサツマイモ生産農家の
経営の維持及び継続を目的とする。
②補助金
③〇栽培面積150ha×3,000円/10a＝4,500,000円
〇ウイルスフリー苗の購入費用の1/4助成
12.8ha×2,500本/10a×15円/本×1/4＝1,200,000円
〇翌年度用の育苗床に導入するバイオ苗の購入費用の
1/2助成
150ha×15本/10a×160円×1/2＝1,800,000円
〇育苗床の資材購入費の1/2助成
150ha×14/1000×20,000円/a＝4,200,000
〇育苗床への電熱線導入費用の1/2助成
80,000円×10件＝800,000円
④町内のサツマイモ生産農家

－ － － － R4.7 R5.3
 支援を行うことで基幹産業であるサ
ツマイモの栽培面積の維持を図る
（令和5年目標作付面積）150ha

 対象者への通知・栽培講習会・町広報
誌・町HP・町民向けチラシ

R4当初（地）

4 単 －
肝付町農業経営収入保険加
入促進事業

○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ 1,550 1,550 1,550 

①新型コロナ感染症の蔓延による農産物の需要減退や自然
災害など、農業者の経営努力では避けられない収入の減少を
担保する農業経営収入保険の加入促進を目的とし、農業者
の経営安定化に資するため全国農業共済組合連合会と業務
委託契約を締結する鹿児島県農業共済組合が取り扱う農業
経営収入保険に加入した農業者に対し、加入者負担保険料
及び付加保険料の1/2（上限16万円）（1年目）を予算の範囲内
において肝付町農業経営収入保険加入促進事業補助金を交
付する。
②補助金
③・令和4年度収入保険加入者19件（個人16件、法人3件）
　加入者負担保険料+付加保険料2,412,629円*1/2＝
1,206,315円
　上限16万円、1,000円未満切り捨てにより1,174,000円
・新規加入者見込376,000円（上限160,000円*2件+56,000円1
件）
・予算計上1,174,000円+376,000円＝1,550,000円
④町内に住所を有するもの（法人にあっては、本店又は主た
る事務所を町内に有すること。）
全国農業共済組合連合会が定めるところにより、農業経営収
入保険に係る保険関係を成立させたもの
個人又は法人にあっては、町に納税義務のある町税等を完
納、若しくは完納することが見込まれること。
団体であって補助金が当該団体を構成する個人に及ぶ場合
は、団体を構成する各個人が町税等を完納、若しくは完納す
ることが見込まれること。

－ － － － R4.7 R5.3  収入保険加入者増（19件→25件）
 栽培講習会、個別周知・町民向けチラ
シ、町HP

R4補正（地）

5 単 －
肝付町主食用水稲作付農家
支援事業

○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ 10,650 10,650 10,650 

①主食用水稲が新型コロナウイルス感染症の影響から外
食控えが増加したこと等で需要が減少し、米価低迷につな
がったことから、水稲農家に支援する。
②補助金
③5,000円／10a×21,300a＝10,650,000円
④肝付町に住所を有し、令和4年度に肝付町農業再生協
議会に営農計画書を提出し、令和4年産主食用水稲を販
売した農業者または法人で町税の滞納をしていない者
但し、交付対象水田については、町内水田に限る。

－ － － － R4.9 R5.2

 ・水稲農家の経営安定に寄与すると
ともに、農業者の離農や耕作放棄地
の増加を防ぐ。
・水稲作付支援事業対象者：474名
・申請者目標：474名

 対象者への通知・広報紙・町HP・町民
向けチラシ

R4補正（地）

194,514                                                                                               

73,518                                                                                                 

-                                                                                                            

配分予定額計
（国のR3予算）

194,514                                                                                                   

73,518                                                                                                     
配分予定額計
（国のR4予算）

5,175                                                                                                                             

移替先

地方単独事業費

国庫補助事業費

国のR4予算分（交付限度額⑤）

地方単独事業費

国庫補助事業費

73,518                                                                                                                           

73,518                                                                                                                           

-                                                                                                                                  

補
助
・
単
独

所
管

交付対象事業の名称
総事業費

成果目標（可能な限り定量的指標
を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報紙
など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

Ｃ ＤＢ 協力要請
推進枠又
は検査促
進枠の地
方負担分
に充当

事業
終期

事業
始期

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

Ｎｏ

内
閣
府
利
用
欄

担当者氏名 一松　亜紀

24,506                                                                                                 

コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな

い

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

基金
特定事業
者等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明
記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

268,032                                                                                               総務省

配分予定額計 268,032                                                                                                   

46492 202,770                                                                                                                         -                                                                                                        

担当部局課名 総務課 197,595                                                                                                                         73,518                                                                                                     

国のR3予算分（交付限度額①、②、③、④）

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算）

73,518                                                                                                 

-                                                                                                        

★令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 鹿児島県 0994-65-8421 170,008                                                                                               

地方公共団体名 肝付町 zaisei@town.kimotsuki.lg.jp

通常分
既配分額（国のR3予算）

通常分　今回配分予定額
（国のR3予算）

-                                                                                                            

194,514                                                                                                   

通常分
既配分額（国のR4予算）

都道府県・市町村コード（５桁）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、

④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

補
助
・
単
独

所
管

交付対象事業の名称
総事業費

成果目標（可能な限り定量的指標
を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報紙
など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

Ｃ ＤＢ 協力要請
推進枠又
は検査促
進枠の地
方負担分
に充当

事業
終期

事業
始期

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

Ｎｏ

内
閣
府
利
用
欄

コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな

い

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

基金
特定事業
者等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明
記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

6 単 －
町内小中学校電子黒板機
器リース料

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ 14,673 14,673 14,673 

➀全学級への電子黒板配備により、児童生徒が密集する
ような全校集会や行事、他校との交流授業をオンライン対
応化することで、大勢の移動・参集による新型コロナウイル
ス感染拡大リスクが低減できる。
➁リース料
③1,222,760円×12ヶ月
④町立小・中・義務教育学校

－ － － － R4.4 R5.3

 全学級への電子黒板配備により、全
校集会や他校との交流授業のオンラ
イン対応を実現し、児童生徒の移動・
参集による新型コロナウィルス感染
拡大リスクを低減する。
（町内の小中学校、義務教育学校で
のクラスター発生0件）

 ・広報誌等を用いて地域住民への周
知を行う

R4当初（地）

7 単 ○
内之浦地区高等学校通学費
補助金

○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ 1,800 1,800 1,800 

➀コロナ禍においてガソリン等の高騰が続く中、高校に通
学する学生のバス代や自家用車等の燃料費の軽減を図
る。
➁補助金
③13,200円×1/2☓9名×12月☓1.2
　　7,400円×1/2☓6名×12月☓1.2
　　5,000円×10名×12月☓1.2
④町内該当地区の高校生25名分（鹿屋中央高校９名、尚
志館6名、大隅地区高校10名）

－ － ○ － R4.7 R5.3

 コロナ禍においてガソリン等の高騰
が続く中、高校に通学する学生のバ
ス代や自家用車等の燃料費の負担
軽減を図る。
対象者の申請率100％を目指す。

 学校及び保護者に対して文書や広報
誌等で周知を図り、申請をしてもらう予
定。

R4当初（地）

8 補 －
学校保健特別対策事業費補
助金

文部
科学
省

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ 10,350 5,175 5,175 5,175 

➀コロナ禍で学校の教育活動を継続するために必要な消
耗品・備品を購入することで感染症対策を講じることを目
的とする。
➁感染症対策に必要となる物品の購入等経費（消耗品費・
備品購入費等）
③900千円×10校+1,350千円×１校＝10,350千円
④各小中学校，義務教育学校

－ － － － R4.4 R5.3

 コロナ禍で学校の教育活動を継続す
るために必要な消耗品・備品を購入
することで児童生徒、教職員の新型
コロナウイルスの感染を防ぐ。
（町内の小中学校、義務教育学校で
のクラスター発生0件）

 ・広報誌等を用いて地域住民への周
知を行う。また、学校にも周知をして必
要な備品等を申請してもらう。

R4予備費（国）

9 単 －
肝付町漁業継続支援対策事
業

○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ 2,000 2,000 2,000 

①本町の漁業は，長期のコロナウイルス感染症の影響に
よる，水産物の消費や魚価の低迷，資材の高騰などにより
漁業収益が減少し厳しい経営状況下にある。
　このような現状の中，漁業者の生産基盤である漁船の損
害保険料掛金も経営を圧迫する一因となっているため，漁
業者が負担する漁船保険料の一部助成をおこなうことで，
費用負担を軽減し漁業経営の継続及び安定に資すること
を目的とする。
②漁船の所有者等が当該年度に支払うべき漁船保険掛金
から国庫補助金を差し引いた額の100分の10を乗じて得た
額を限度とし、一隻の上限を10万円とする。ただし、補助額
は100円未満を切捨てとする。
③20,000,000円(年間保険料160隻)×10％＝2,000,000円
④(１) 肝付町に住所を有する者
　 (２) 町内漁業協同組合の正組合員又は漁業協同組合
　 (３) 漁船を所有又は使用している者
　 (４) 町税等の滞納がない者
　 (５) その他必要に応じて町長が定める者

－ － － － R4.7 R5.3

 費用負担を軽減させることで、経営
の継続や安定に繋がり経営困難によ
る廃業や規模縮小を防ぎ、安定した
水産物提供のを維持を図る。
・対象件数：85件
・申請目標：77件（申請率90％以上を
目指す。）

 町HPでの周知。
交付対象者に対し直接郵送で周知を
おこなう。また、漁業協同組合に協力を
もらい周知をおこなう。

R4補正（地）

10 単 －
肝付町事業復活上乗せ支援
金交付事業

○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ 16,000 16,000 16,000 

①新型コロナウイルスの影響により業績が悪化し、売上高
が減少したことにより交付を受けた事業復活支援金への上
乗せ交付を行い、事業回復、経営安定化を図る。
②補助金
③個人事業主：100件×100,000円
　 中小法人：30件×200,000円
　 計：16,000,000円
④国の事業復活支援金が交付された中小法人、個人事業
主

－ － － － R4.7 R5.3

 事業を営む中小法人、個人事業者
の経営安定化を図る。事業復活支援
金の交付を受けた者への支援を漏れ
なく行う。国の事業復刊津支援金受
給者に対し、100％交付を目指す。

 町HP、広報誌、町民向け回覧

https://kimotsuki-
town.jp/soshiki/sangy
ososhutsuka/shokoka
nko/3/2/1/5038.html

事業復活支援金（中小
企業庁）

R4補正（地）

11 単 －
肝付町貸切バス利用促進事
業

○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ 1,800 1,800 1,800 

①貸切バスを利用しての10名以上の団体旅行等で、バス
の借上げ料を補助することにより、新型コロナウイルス感
染症の拡大で利用が激減している貸切バスの利用促進を
図る。
②補助金
③3,000円×20名×30件＝1,800,000円
④町内を拠点に活動する団体、個人または町内に本所を
有する事業者

－ － － － R4.7 R5.3

 貸切バス事業者の経営安定化を図
る。事業者と連携を取り事業の周知
を行う
目標申請件数：30件

 町HP、広報誌、町民向け回覧

https://kimotsuki-
town.jp/soshiki/sangy
ososhutsuka/shokoka
nko/3/2/1/4716.html

R4補正（地）

12 単 －
営業時間短縮要請協力金給
付事業費負担金

○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ 6,741 6,741 6,741 

①新型コロナウイルス感染防止のための営業時間短縮要
請に応じた事業者への、営業時間短縮要請協力金の地方
負担分のうち肝付町が負担すべき負担金
②負担金
③R4.1.27～分　50件　4,320,000円
　 R4.2.21～分　50件　2,421,000円
④鹿児島県

○ － － － R4.7 R4.12
 営業時間短縮要請に応じた飲食店
等の経営安定化を図る。県の算定に
対し、100％の負担を行う。

 町HP、広報誌、町民向け回覧 R4補正（地）

13 単 ○
肝付町商品券配布事業（R4
予算分）

○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ 73,518 73,518 73,518 

①新型コロナウイルス感染症に加えて燃料や原材料価格
の高騰に伴い、影響を受けている町民へ商品券を配布し、
町内経済の活性化、消費需要の喚起を図る。
②需用費、役務費、補助金
③商品券：5,000円×14,500人＝72,500千円
　消耗品：300千円　郵便料：3,600千円　事務手数料：
4,618千円
④令和4年7月1日現在の肝付町民

－ － － － R4.7 R5.1
 町内経済の活性化、消費需要の喚
起を図る。配布商品券の換金率（使
用率）95％以上を目指す。

 町HP、広報誌、町民向け回覧、商工
会HP

◆商工会HP
https://r.goope.jp/kim
otsuki-
shoko/info/3452406

R4補正（地）

14 単 ○
肝付町商品券配布事業（R3
予算分）

○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ 7,500 7,500 7,500 

①新型コロナウイルス感染症に加えて燃料や原材料価格
の高騰に伴い、影響を受けている町民へ商品券を配布し、
町内経済の活性化、消費需要の喚起を図る。
②需用費、役務費、補助金
③商品券：5,000円×14,500人＝72,500千円
　消耗品：300千円　郵便料：3,600千円　事務手数料：
4,618千円
④令和4年7月1日現在の肝付町民

－ － － － R4.7 R5.1
 町内経済の活性化、消費需要の喚
起を図る。配布商品券の換金率（使
用率）95％以上を目指す。

 町HP、広報誌、町民向け回覧、商工
会HP

R4補正（地）

15 単 －
行政・教育情報システム基
盤更改事業（1期）

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ 67,077 67,077 67,077 

①全庁的なテレワーク環境の整備により新型コロナウイル
ス感染症感染拡大の抑制及びオンラインによる業務継続
に努める
②テレワーク用PC及びライセンス、情報共有クラウドサー
ビス、テレワーク用通信回線、現行情報システムのテレ
ワーク対応改修
③テレワーク用PC及びライセンス　13,000千円　100台
　情報共有クラウドサービス使用料　6,813千円　310名
　テレワーク用通信回線使用料　5,648千円
　現行情報システムのテレワーク対応改修　41,616千円
④庁内情報システム及び職員

－ － － － R4.6 R4.12
 令和4年度内に全職員（310名）が常
時テレワークの仕組みを利用した業
務環境にいる。

 町webサイト及び広報誌において周知 R4補正（地）



20220830修正（29_肝付町）令和４年度実施計画（通常分）様式、チェックリスト、基金調べ（R4.5改訂版）Ａ

Ｂ’ Ｂ’’

経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、

④）

国のR4予算
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国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

補
助
・
単
独

所
管

交付対象事業の名称
総事業費

成果目標（可能な限り定量的指標
を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報紙
など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

Ｃ ＤＢ 協力要請
推進枠又
は検査促
進枠の地
方負担分
に充当

事業
終期

事業
始期

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

Ｎｏ

内
閣
府
利
用
欄

コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな

い

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

基金
特定事業
者等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明
記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

16 単 －
肝付町誘致企業事業継続支
援給付金事業

○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ 13,800 13,800 13,800 

①町の誘致企業として操業を始め、現在も町内で操業して
いる事業者を対象に、新型コロナウイルス感染症の影響に
伴い、厳しい環境が続く中、町内就業者の安定した雇用を
確保し、経営の安定化と地域経済の活性化を維持すること
を目的とし、事業の継続を図る。
②負担金補助及び交付金
③最新の決算における労務費に係るもののうち、人材派遣
費又はこれに類するもの以外の基本給に相当する額の総
額に給付率（3%）を乗じた額を支給する。
460,000,000円×3％＝13,800,000円
④町の誘致企業として立地協定を締結し操業を始め、現
在も町内で操業している事業者

－ ○ － － R4.7 R5.3

 安定した雇用を確保するため、町内
に住所を有する従業員の雇用割合
30%以上を目標とし、事業継続を図
る。

 ホームページへの掲載及び対象事業
者への説明を実施済

https://kimotsuki-
town.jp/soshiki/kikaku
choseika/2/2/5012.ht
ml

・特定事業者支援事業
の公表様式

R4補正（地）

17 単 ○
肝付町公共交通維持対策事
業補助金

○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ 344 344 344 

①コロナ禍や燃油費高騰により経営圧迫を受けている地
域間幹線系統路線バスを運行する公共交通事業者に対
し、事業継続を図るため大隅４市５町で広域的に支援を行
い、地域住民の日常生活の交通手段を確保する。
②地域間幹線系統路線バス（肝付町は３路線）を対象とし
た燃油費高騰による影響額の1/2相当分を支援する。
　【地域間幹線系統路線バス】
　　ア．鹿屋～高山～内之浦：243,200円
　　イ．鹿屋～宮下～高山：78,720円
　　ウ．鹿屋～平原・吾平～高山：21,600円
　　ア～ウの補助合計額：343,520円≒344,000円（予算）
③交付対象は、地域間を跨ぐ路線バスであることから、大
隅4市5町で広域的に協調した形で支援を行う必要がある
ため、地域バス対策協議会で大隅代表の鹿屋市が示す補
助単価で積算。
　【共通補助単価：800円/キロ】
　　ア．町内30.4キロ×平日便数10便×800円
　　イ．町内8.2キロ×平日便数12便×800円
　　ウ．町内3キロ×平日便数9便×800円円
④地域間幹線系統路線バスを運行する公共交通事業者

－ － － － R4.4 R5.3

 事業者の厳しい経営状況（乗務員不
足を含む）においても、市民・利用者
に必要な系統数・便数を確保する。
・地域間幹線系統路線バス
　　ア．鹿屋～高山～内之浦
　　　　（現在）10便→（目標）10便
　　イ．鹿屋～宮下～高山
　　　　（現在）12便→（目標）6便
　　ウ．鹿屋～平原・吾平～高山
　　　　（現在）9便→（目標）9便
　※イの目標値は、R4年10月以降に
減便した廃止路代替バスへ移行予定
のため。

 町広報誌への掲載、補助対象者等へ
通知

R4補正（地）

18 単 ○
畜産経営体力配合飼料高騰
緊急支援対策事業

○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ 26,980 26,980 26,980 

①コロナ禍において畜産物価格も先の見通せない状況の
中、物財や配合飼料の価格高騰が畜産経営に重くのしか
かっている。配合飼料の高騰による経営悪化や不安を解
消し、意欲向上と安定的な経営の維持・継続の一助となる
ことを目的に出荷に係る配合飼料購入費の一部を助成す
る。
②補助金
③子牛・育成牛1頭出荷あたり5,000円（上限80頭）
　肥育牛1頭出荷あたり20,000円（上限80頭）
　肉豚1頭出荷あたり2,000円（上限800頭）
④町内に住所を有する肉用牛飼育経営者及び養豚飼育経
営者または認定農業者・認定新規就農者。

－ － ○ － R4.4 R4.12

 肉用牛経営農家及び養豚一貫経営
農家の経営の維持・安定と家畜の商
品性・生産性の向上を促進し生産基
盤の強化を図る。
・対象者　132名（上半期）、140名（下
半期）
目標申請率：90％以上

 対象者へ通知文、町HP、町民向けチ
ラシ

R4補正（地）

19 単 ○
物価高騰に対する給食費負
担軽減事業

○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ 1,290 1,290 1,290 

①コロナ禍において原油価格や電気・ガス料金を含む物価
の高騰により、学校給食費が値上げされた場合、その増額
分を補助することにより、保護者の経済的負担の軽減を図
る。
②補助金
③令和３年度給食会計決算額　58,667,668円
令和２年度給食会計決算額　57,394,900円
差額　1,272,768円≒2.2％
58,667,668円×2.2％＝1,290,689円≒1,290,000円
④肝付町学校給食運営審議会（学校給食会計）

－ － － － R4.7 R5.3
 令和3年度実績の2.2％相当
（1,290,000円）を補填する。

 町広報誌、保護者への通知文にて周
知

R4補正（地）

20 単 － 地元産畜水産物利用事業 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ 3,000 3,000 3,000 

①新型コロナウィルス感染症拡大により、価格や販路が回
復していない地元産の畜産・水産物を学校給食に提供し、
地産地消することにより、地元の畜産・水産業者を支援す
る。
②補助金
③牛肉：5,500円×72㎏×4回＝1,584,000円
カンパチ：5,000円×72㎏×4回＝1,440,000円
合計　3,024,000円≒3,000,000円
④肝付町学校給食運営審議会（学校給食会計）

－ － － － R4.7 R5.3

 地元産の牛肉・カンパチをそれぞれ
74㎏を4回ずつ、学校給食へ提供す
ることにより、町内の畜産・水産業者
を支援する。

 児童・生徒へ配布する「献立予定表」
や「給食だより」、町広報誌

R4補正（地）

21 単 －
新型コロナウイルス感染症
対応給食費補填事業

○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ 476 476 476 

①新型コロナウィルス感染症拡大により、各小・中・義務教
育学校において、学級閉鎖や学年閉鎖等が行われた際
に、その期間の学校給食費を補填し、子育て世代の経済
的負担軽減を図る。
②補助金
③小学生：221円×40人×5日×5回＝221,000円
中学生：255円×40×5日×5回＝255,000円
合計　476,000円
④肝付町学校給食運営審議会（学校給食会計）

－ － － － R4.7 R5.3

 小・中学校で学級閉鎖等が行われた
場合、その期間の学校給食費を補填
することにより、保護者の経済的負担
の軽減を図る。
目標：保護者負担額0円

 対象児童・生徒の保護者への通知
文、町広報誌

R4補正（地）

22 単 － 避難所備品整備事業 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ 3,952 3,952 3,952 

①目的：大雨や台風等の自然災害時に開設する避難所に
おいて、新型コロナウイルス感染症対策として、必要な備
品を整備する。
②交付金を充当する経費内訳：備品購入費
③積算根拠：簡易トイレ20式（1,157,200）、プライベート
ルーム30式（1,584,000円）、カセットガス式発電機
（1,210,000円）
避難所備品のプライベートルーム及び簡易トイレは、避難
所にて感染の疑いがある者に対して、非感染者と隔離する
目的で配備する。プライベートルームとは、長さ1.8ｍ×奥
行1.8ｍ×高さ1.8ｍのナイロン製の簡易テントの形状をし
ていて、個室として利用することができる。簡易トイレにつ
いては、自立式のテントと便器がセットとなっている仮設型
のトイレである。カセットガス式発電機については、避難所
内の効果的な換気をするために扇風機を動作させるため
に使用し、また、避難所内の消毒に使用する充電式アル
コール噴霧器の充電等に利用する。
④事業の対象：町内の各避難所

－ － － － R4.6 R5.3

 避難所開設時に、避難所内での新
型コロナウイルス感染症の感染拡大
予防を図る。
（避難所でのクラスター発生0件）

 町広報誌等にて周知を行う

https://www.need-
co.jp/

https://www.honda.co.
jp/generator/lineup/e
u9igb/

R4補正（地）

23 単 －
非接触型体表温検知器購入
事業

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ 462 462 462 

①新型コロナウィルス感染症対策として、肝付町の管理す
る対象施設に設置するため。
②財産管理費の備品購入費にて町の管理する施設に非
接触型体表温検知器を購入・設置する。
③77,000円×6台
④町の管理する施設

－ － － － R4.8 R4.9

 体温計測・消毒をすることで、体調を
把握し、新型コロナウィルス感染予防
を図る。
（町の管理施設でのクラスター発生0
件）

 町HP
https://www.takasyou.
jp/store/products/det
ail/349

R4補正（地）


